
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

2023.3.31 第 239 号   発行所 イデア総研税理士法人 

プロ経営者通信 
https://www.ideasoken.jp 

 〒870-0005 
大分市王子北町 5-8 フレスポ春日浦 F 棟 202 
TEL：097 - 529 - 5757  FAX：097 - 529 - 6565 

URL：https://www.ideasoken.jp 

インボイス制度の準備は進んでいますか？ 

インボイス制度とは 

インボイス制度とは、原則として、消費税の適用税率

や税額等を正確に知らせるための書類である適格請求

書等（以下、インボイス）を、下表のそれぞれの立場で

保存する制度のことをいいます。 

 

売手の場合 

（1）誰が交付できるのか 

 適格請求書発行事業者は登録制であり、消費税の課

税事業者でなければ登録申請することができません。

そのため、免税事業者は、インボイスを交付することは

できません。 

 インボイスの交付を求めるのは課税事業者であるこ

とから、売る相手が消費者等であれば、適格請求書発行

事業者になる必要はありません。他方、売る相手が課税

事業者の場合は、大抵の場合、適格請求書発行事業者に

なる必要が生じてきます。特に売手が免税事業者の場

合は、適格請求書発行事業者になるために課税事業者

となるか否かを検討する必要があります。 

（2）登録手続 

 インボイス制度の開始日（10 月 1 日）を登録 日とす

るためには、9 月 30 日までに登録申請を する必要が

あります。 

 登録を済ませたら、買手に対して登録した旨 や、交

付するインボイスの種類などの情報を共 有しておく

とよいでしょう。 

（3）インボイスの準備 

 適格請求書発行事業者になった場合には、どの書類

をインボイスとするのか検討し、準備します。 

買手の場合 

インボイス制度の開始まであと半年となりました。準備は進んでいますでしょうか。 

今回はインボイス制度の基本を振り返りながら、進捗の確認をしましょう。 

このように、それぞれの立場で準備が異なります。 

インボイスには必須となっている記載内容の他、消費

税の端数処理のルールなどがあります。システムを利

用する場合、写しの保存方法も含めて改修などの対応

が済んでいるか、確認しましょう。 

（4）納税計算 

 売上に係る消費税額を計算する方法は、割戻し計算

と積上げ計算があります。次頁（5）とあわせて検討し

ましょう。 

（1）簡易課税制度の検討 

 免税事業者が課税事業者となった場合には、消費税

の納税計算が必要となります。これまでよりも事務負

担が増えるため、売上だけで納める消費税額が計算で

きる「簡易課税制度」の適用を検討しましょう。 

 「簡易課税制度」を適用する場合は支払関係のインボ

イスの保存が不要となるため、以下の検討は不要です。 

（2）免税事業者への対応 

 インボイスの交付が依頼できない免税事業者との取

引について、見直すか否かの検討は済んでいますか。独

占禁止法等の観点から、一方的な通告は禁止されてい

ます。交渉の際にはご注意ください。 

（3）インボイスが必要な取引を抽出 

3 万円未満の自動販売機による飲料購入や公共交通機

関の切符購入など、インボイスが不要な取引を除き、原

則としてインボイスの保存が必要となります。 

＊3月 2 日（木） 3 月誕生会 

3 月生まれの方を事務所全員で祝いました。 

所長よりプレゼントの贈呈がありました。 

 

          

 

 

 

 

    

       

    

 

 

   

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

プロ経営者通信 お問い合わせはこちらへ 
ご意見・ご要望等ございましたら、お手数おかけしますがお電話またはメールにてご連絡をお願い致します。 

電話：097-529-5757 （総務通信担当者宛） メール：soumu@ideasoken.jp 

Facebook や Instagram で事務所の様子や 

職員の日常を紹介しています！ 

どうぞご覧下さい。 

セミナー情報 

経営計画書の作成で幹部社員の意識が向上！！ 
たった 5 年で売上が 7 倍<7 億円>に！ 
幹部と一緒に作る！！  

 
経営計画を立てると会社が生まれ変わる！ 

◎専門家がマンツーマンで丁寧にお教えします！ 
◎何でも質問ＯＫです！ 
 

日 程  2023 年 04 月 11 日(火) 
時 間 10 時～17 時（受付 9 時 45 分～） 
会 場 参加ご希望の方へ改めてご案内いたします 
参加料 30,000 円 (税抜)【定員 5 社様】 

＊おひとり様追加毎に＋5,000 円(税抜)となります。

お問い合わせ TEL：097-529-5757  髙山 
申し込みフォーム： 
https://docs.google.com/forms/d/1XYv5
yxO5tG1SwwU0zibIyPjigL_Oe0V0yB
gFVwl9S7Q/edit

Ｆａｃｅｂｏｏｋ ＨＰ Instagram 

 ただし、基準期間（個人は前々年・法人は前々事業年

度）における課税売上高が 1 億円以下等一定の事業者

は、令和 5 年 10 月 1 日から令和 11 年 9 月 30 日までの

期間、税込 1 万円未満の少額取引について、インボイ

スの保存を不要とする特例があります。 

 このように、インボイスが必要な取引と不要な取引

とが混在します。インボイスが必要な取引を抽出し、ど

のようなインボイスの交付を受けるのか、事前に確認

しておきましょう。その際、インボイスが確実に経理担

当者へ渡るよう、社内の流れもしっかり確認しておく

と、開始後の混乱が防止できます。 

（4）書類の保存方法等の検討 

 インボイス制度開始後、消費税の計算においては、以

下の 3 つの書類に大別されます。 

（5）納税計算 

 仕入に係る消費税額を計算する方法も、割戻し計算

と積上げ計算があります。前頁（4）とあわせて検討し

ましょう。 

 なお、免税事業者が適格請求書発行事業者の登録を

受けて、登録日から課税事業者となるなど一定の事業

者は、最長約 3 年の間、消費税の納税額を売上に係る

消費税額の 2 割とすることができる特例措置がありま

す。この特例は事前の届出が不要で、申告の際に選択す

る旨を申告書に付記することで適用できます。この点 

も、あわせてご確認ください。 
 これらをどのような形式で受け取り、どう保存する

のか、電子帳簿保存法の適用も踏まえて検討されると

よいでしょう。 


